
５

令
第
十
五
条
第
一
項
の
表
の
四
の
項
ハ
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
基
準
は
、
各
年
齢
階
層
に
属
す
る
加
入

者
等
の
選
択
を
阻
害
す
る
こ
と
の
な
い
よ
う
同
項
ハ
の
将
来
の
一
定
の
時
期
を
複
数
設
定
す
る
も
の
で
あ
る
こ

と
と
す
る
。

６

令
第
十
五
条
第
一
項
の
表
の
四
の
項
ハ
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
生
命
保
険
又
は
生
命
共
済
の

契
約
の
相
手
方
及
び
保
険
業
法
施
行
規
則
第
二
百
三
十
四
条
の
二
十
一
の
二
第
一
項
第
四
号
ロ
の
資
産
の
運
用

方
針（
前
項
の
将
来
の
一
定
の
時
期
が
異
な
る
こ
と
に
よ
り
異
な
る
こ
と
が
合
理
的
な
事
項
を
除
く
。）と
す
る
。

（
令
第
十
五
条
第
一
項
の
表
の
五
の
項
の
運
用
の
方
法
）

第
十
八
条
の
五

令
第
十
五
条
第
一
項
の
表
の
五
の
項
イ
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
部
分
は
、
各
企
業
型
年
金

加
入
者
等
に
係
る
払
込
保
険
料
か
ら
、
保
険
業
法
施
行
規
則
第
七
十
条
第
一
項
第
一
号
ロ
に
規
定
す
る
未
経
過

保
険
料
及
び
同
項
第
三
号
に
規
定
す
る
払
戻
積
立
金
の
合
計
額
を
控
除
し
た
部
分
で
あ
っ
て
、
各
企
業
型
年
金

加
入
者
等
に
係
る
払
込
保
険
料
の
全
額
の
う
ち
に
占
め
る
割
合
が
、
千
分
の
三
以
下
で
あ
る
も
の
と
す
る
。

（
新
設
）

２

令
第
十
五
条
第
一
項
の
表
の
五
の
項
イ
の
運
用
の
方
法
は
、
当
該
運
用
の
方
法
を
選
択
し
て
運
用
の
指
図
を

行
っ
て
い
る
受
給
権
者
が
法
第
二
十
八
条
の
給
付
の
請
求
を
し
た
と
き
に
、
当
該
運
用
の
方
法
に
係
る
個
人
別

管
理
資
産
の
全
額
を
当
該
受
給
権
者
に
対
し
一
時
金
（
法
第
三
十
五
条
第
二
項
又
は
第
三
十
八
条
第
二
項
に
規

定
す
る
一
時
金
を
い
う
。）と
し
て
支
給
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

令
第
十
五
条
第
一
項
の
表
の
五
の
項
イ
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、損
害
保
険
の
契
約
の
相
手
方
、

普
通
保
険
約
款
、
保
険
料
の
払
込
み
ご
と
に
そ
れ
ぞ
れ
決
定
さ
れ
る
当
該
保
険
料
の
払
込
み
に
充
て
よ
う
と
す

る
額
に
適
用
さ
れ
る
予
定
利
率
（
損
害
保
険
会
社
が
市
場
金
利
の
動
向
そ
の
他
の
事
情
を
勘
案
し
て
定
め
る
利

率
を
い
う
。）が
継
続
し
て
適
用
さ
れ
る
期
間
及
び
令
第
一
条
第
一
項
第
二
号
ロ

に
掲
げ
る
金
銭
の
額
が
払
込

保
険
料
の
合
計
額
を
下
回
ら
な
い
額
と
す
る
定
め
の
有
無
と
す
る
。

４

令
第
十
五
条
第
一
項
の
表
の
五
の
項
ロ
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、損
害
保
険
の
契
約
の
相
手
方
、

普
通
保
険
約
款
並
び
に
当
該
普
通
保
険
約
款
に
記
載
さ
れ
て
い
る
運
用
の
対
象
と
な
る
資
産
の
種
類
及
び
構
成

と
す
る
。

５

令
第
十
五
条
第
一
項
の
表
の
五
の
項
ハ
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
基
準
は
、
各
年
齢
階
層
に
属
す
る
加
入

者
等
の
選
択
を
阻
害
す
る
こ
と
の
な
い
よ
う
同
項
ハ
の
将
来
の
一
定
の
時
期
を
複
数
設
定
す
る
も
の
で
あ
る
こ

と
と
す
る
。

６

令
第
十
五
条
第
一
項
の
表
の
五
の
項
ハ
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
損
害
保
険
の
契
約
の
相
手
方

及
び
保
険
業
法
施
行
規
則
第
二
百
三
十
四
条
の
二
十
一
の
二
第
一
項
第
四
号
ロ
の
資
産
の
運
用
方
針
（
前
項
の

将
来
の
一
定
の
時
期
が
異
な
る
こ
と
に
よ
り
異
な
る
こ
と
が
合
理
的
な
事
項
を
除
く
。）と
す
る
。

（
指
定
運
用
方
法
の
選
定
基
準
）

（
生
命
保
険
等
に
お
け
る
元
本
確
保
の
運
用
方
法
）

第
十
九
条

法
第
二
十
三
条
の
二
第
二
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
基
準
は
、
高
齢
期
に
お
け
る
所
得
の
確
保

の
た
め
に
、
長
期
的
な
観
点
か
ら
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
こ
と
と
す
る
。

第
十
九
条

令
第
十
五
条
第
一
項
第
四
号
イ
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
部
分
は
、
保
険
業
法
施
行
規
則
（
平
成

八
年
大
蔵
省
令
第
五
号
）
第
十
条
第
八
号
に
規
定
す
る
付
加
保
険
料
（
保
険
業
法
（
平
成
七
年
法
律
第
五
号
）

第
百
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
責
任
準
備
金
と
し
て
積
み
立
て
な
い
も
の
に
限
る
。）に
相
当
す
る
部
分
で

あ
っ
て
、
各
企
業
型
年
金
加
入
者
等
に
係
る
払
込
保
険
料
の
全
額
の
う
ち
に
占
め
る
割
合
が
、
千
分
の
三
以
下

で
あ
る
も
の
と
す
る
。

一

運
用
の
方
法
に
係
る
物
価
、
外
国
為
替
相
場
、
金
利
そ
の
他
経
済
事
情
の
変
動
に
伴
う
資
産
価
格
の
変
動

に
よ
る
損
失
の
可
能
性
に
つ
い
て
、
実
施
事
業
所
に
使
用
さ
れ
る
企
業
型
年
金
加
入
者
の
集
団
の
属
性
等
に

照
ら
し
て
、
許
容
さ
れ
る
範
囲
内
で
あ
る
こ
と
。
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